
平成２５年１２月１２日 
総務省 

放送コンテンツの海外展開について  

資料７ 



本日の内容 1 

１．コンテンツ海外展開に関する国際比較 

① 今後の方向性 
② 放送コンテンツ海外展開強化促進モデル事業 
③ 国際共同製作支援の執行状況 
④ 一般社団法人 放送コンテンツ海外展開促進機構（BEAJ）について 

３．放送コンテンツ二次利用に係る権利処理 

２．放送コンテンツの海外展開 

① ａＲｍａにおける権利処理の円滑化 
② 権利処理の迅速化の取組 
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・ 放送コンテンツは日本のコンテンツ市場の３割強を占めるが、韓国のテレビ番組の輸出額は日本の３倍近い 
  （テレビ放送市場自体の規模は韓国は日本の約１０分の１） 

・ 日本のコンテンツ市場は米国に次ぐ世界第２位だが、海外輸出比率は５％程度 
  （米国の海外輸出比率は約１８％） 

１．コンテンツ海外展開に関する国際比較 

※テレビ放送の国内市場規模（2010年）： 
  日本3兆6,700億円、韓国3,800億円 
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日本のコンテンツ市場 
（２０１１年） 

地上テレビ番組の輸出金額 

（単位：億円） 

日本 韓国 

日米のコンテンツ収入の比較 
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考慮すべきことは･･･ 

周辺産業への波及 
成長著しい新興国市場の取込 

地域活性化への貢献 

日本文化・日本語の普及 

相手国との連携・連動の重要性 
 
 
 
 

様々な分野とのコラボ 
 
 
 
 

ローカライズ 国際共同製作 ファッション・グルメ・音楽
など関連産業とのコラボ 

放送コンテンツ海外展開が目指すもの 

放送コンテンツ
の海外展開 

ビジット・ジャパン戦略 
日本への外国人観光客誘致 

２．放送コンテンツの海外展開 
① 今後の方向性（ポイント） 
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観光資源 

海外への放送・配信 
技術や産品 

放送局・ 
番組製作 
会社  

周辺・ 
地域産業 

連携 

ファッション・ 
コスメ 

現地での日本の製品や 
サービス等の消費拡大 

訪日観光客の増加 
日本での消費拡大 

放送コンテンツ 

放送 

インターネット 

放送コンテンツ海外展開の促進に向けて、日本の放送局や番組製作会社が、 
• 周辺産業との連携等による新たなビジネスモデルの構築、 
• 地域の活性化 など 
を目的とした放送コンテンツを製作・発信するためのモデル事業を実施。 

２．放送コンテンツの海外展開 
② 放送コンテンツ海外展開強化促進モデル事業  



２．放送コンテンツの海外展開 
③ 国際共同製作支援の執行状況 

「アジア」 「グローバル(欧米等)」 「グローバルメディア」 「地域の活性化」 

8.5億円 3.5億円 1.5億円 1.5億円 

＜目的＞ 
グローバルメディア（ディ
スカバリー・チャンネル）
との共同製作による海外
ニーズに沿った番組の放送。 

＜目的＞ 
地元企業等との連携によっ
て、海外からの観光客の増
加等の地域の活性化に資す
る映像コンテンツの製作。 

平成25年６月採択済 平成25年７月採択済 

＜目的＞ 
現地メディアでの継続的
発信による人気定着や、
関連産業との連携等によ
るビジネスモデルの確立。 

＜目的＞ 
フォーマットの共同開発
等により、北米･欧州市場
での販路開拓。 

平成25年７月採択済 

＜選定＞ 
73件応募、5件採択 

＜選定＞ 
101件応募、12件採択 

＜選定＞ 
148件応募、41件採択 

＜選定＞ 
41件応募、14件採択 

平成25年６月採択済 
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・放送コンテンツの海外展開に当たっては、現地のニーズに合わせたコンテンツを製作・発信するために、海外
放送局と連携し国際共同製作を行うことが有効。 

・総務省では、平成24年度補正予算事業（予算額：15億円）として、日本の放送局等と海外の放送局が連携して 
 コンテンツを製作・発信するモデル事業（以下の４区分）を実施。 
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２．構成 

３．当面の戦略 

 日本の放送局や権利者団体、大手商社などが中心となり、 
 日本のテレビ番組の海外展開促進を目的として2013年8月23日に設立。 

１．概要 

• ASEAN主要国において、地上波等の効果的なメディアで放送枠を確保し、 
魅力ある日本の放送コンテンツを継続的に放送する 

• このために国家予算も最大限活用しつつ、官民連携オールジャパン・ 
ワンチーム体制で取り組む 

ビージェイ 

理 事 長  岡 住友商事・相談役（放送コンテンツ流通の促進方策に関する検討会 座長） 

理 事 社 
 地上放送  ＮＨＫ、日本テレビ、テレビ朝日、ＴＢＳ、テレビ東京、フジテレビ 
 衛星放送  スカパーＪＳＡＴ、ＷＯＷＯＷ 
 権利者団体 日本音楽事業者協会、日本芸能実演家団体協議会、日本レコード協会 
 関係業界  住友商事、伊藤忠商事、電通、博報堂、日本民間放送連盟 

２．放送コンテンツの海外展開 
④ 一般社団法人 放送コンテンツ海外展開促進機構（BEAJ）について 



7 ２．放送コンテンツの海外展開 
（参考）放送コンテンツからのひろがり 

（出典）BEAJ設立発表会(平成25年9月27日) 重村理事 講演資料より引用 
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2013年3月より、 
民放及びNHKが製作した30タイトル以上の日本の連続ドラマを 
タイの地上放送・衛星放送にて一挙放送するとともに、 
・番組宣伝のCMのオンエア、 
・日本のドラマ出演者やミュージシャン等が参加する大規模イベント
を開催。 

J Series Festival（タイ） 

２．放送コンテンツの海外展開 
（参考）関連分野とのコラボレーション① 
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吉本興業：台湾において、ファッション、ビューティー、ライフスタイルをテーマに女性をターゲットと
したファッションバラエティ番組を共同製作。 
番組にあわせて、イベント、インターネット配信、マーチャンダイズ等を展開。 

（出典）ジャパン・ブランド強化に向けた取組みに関する説明会     .      
よしもとクリエイティブエージェンシー 永谷氏 講演資料より引用 

２．放送コンテンツの海外展開 
（参考）関連分野とのコラボレーション② 
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○放送コンテンツの二次利用（海外販売、ネット配信等）に係る実演家（俳優、歌手等）の権利処理については、従前、  
①窓口が複数で、実演家ごとに所属団体を調べて申請する必要があったこと 

 ②申請手続が電子化されていなかったこと等から、処理手続が極めて煩雑で時間を要するという問題点があった。 
○上記の問題点を踏まえ、aRma(映像コンテンツ権利処理機構)を設立(平成21年)の上、順次権利処理窓口の集約化、シス
テム処理化を政府支援のもと進めてきたところ。この結果として、権利処理業務は大幅に効率化。 

 （現在のaRmaのカバー率は約９割。「申請」から「使用料の支払」までの年間作業時間は約３割削減） 

○今後、権利処理の更なる効率化のために、権利使用料の徴収・分配までのシステム化について平成26年度までに整備
する予定。 

①許諾申請・回答 
②使用料の徴収・分配 

①許諾申請・回答 
②使用料の徴収・分配 

映像コンテンツ権利処理機構 
(aRma) 

以前（aRma設立前） 現在・将来 

放送局（ＮＨＫ、民放） 

Ａﾌﾟﾛﾀﾞｸｼｮﾝ・・・ 
俳優Ａ 

Ｂﾌﾟﾛﾀﾞｸｼｮﾝ・・・ 
女優Ｂ 

【その他】 
 いずれにも所属しない 
 個別プロダクション 
   （約３割） 

【放送番組（俳優Ａ、女優Ｂ、俳優Ｃ等が出演）の二次利用の場合】 

FAX、メール等 
で権利処理 

【放送番組（俳優Ａ、女優Ｂ、俳優Ｃ等が出演）の二次利用の場合】 

オンラインシステム 
で権利処理 

①
② 

①
② 

※平成26年度までに使用料の徴収・分配までをシステム化 

放送局（ＮＨＫ、民放） 

音事協（約３割） 
（非一任型管理） 

芸団協（約４割） 
（一任型管理） 

Ａﾌﾟﾛﾀﾞｸｼｮﾝ・・・ 
俳優Ａ 

Ｂﾌﾟﾛﾀﾞｸｼｮﾝ・・・ 
女優Ｂ 

音事協（約３割） 
（非一任型管理） 

芸団協（約６割） 
（一任型管理） 

Ｃﾌﾟﾛﾀﾞｸｼｮﾝ・・・ 
俳優Ｃ 

Ｃﾌﾟﾛﾀﾞｸｼｮﾝ・・・ 

俳優Ｃ 

※ 

【窓口１】 【窓口２】 

【窓口の集約化】 

【その他】 
 いずれにも所属しない 
 個別プロダクション 
   （約１割） 

ア ル マ 

３．放送コンテンツ二次利用に係る権利処理 
① ａＲｍａにおける権利処理の円滑化 
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・我が国においてはこれまで、放送コンテンツについて一次利用 
 （日本国内での放送権）についてのみ権利処理するのが一般的。 
 （海外での放送権、ネット配信権等を含む二次利用については、 
 別途その都度権利処理をしてきたところ。） 
 
・一方で、近年、アジア各国で番組を販売する際には、放送権、 
 ネット配信権セットでの一括販売を求められるケースが大半。 
 （特に、ドラマの直後放送(日本とほぼ同時)がリクエストされている。） 

 そのため、番組を海外に販売する際には、ネット配信権も含めた 
 速やかな権利処理が必要となっている。 
 
・上記ニーズに対応すべく、放送局、権利者双方での事務処理のスピードアップを図ることにより、販
売機会の拡大を目指すという観点から、現在、政府支援のもと、権利者（実演家、レコード会社）が
協力し「暫定的な権利処理ルール」に基づき権利処理の効率化・迅速化を図る実証実験を実施してい
るところ。 

日本の放送コンテンツの 
海外展開（販売） 

３．放送コンテンツ二次利用に係る権利処理 
② 権利処理の迅速化の取組（１） 



３．放送コンテンツ二次利用に係る権利処理 
② 権利処理の迅速化の取組（２） 

平成25年度より実証実験を実施 
・海外展開予定の番組を「特定番組」として選ぶ 
・当該番組の収録時点において、 
 放送直後の海外展開までの実演家の許諾を取得 

一次利用 
（国内での放送） 

二次利用 
（海外展開） 

一次利用 
（国内での放送） 

【特定番組について、番組収録時に 
放送直後の海外展開までの許諾を取得】 

＜ホワイトリスト・データベース イメージ図＞ 

メタ情報の 
付加・登録 

放送事業者 日本レコード協会 レコード会社 

ホワイトリスト・
データベース 

過去番組の使用
レコードの情報

提供 
使用許諾情報
等の登録 ホワイトリスト

の閲覧 

二次利用 
（海外展開） 

○主題歌等音楽（レコード原盤）に関する権利処理の迅速化 

具体的対策 

具体的対策 

○実演家（俳優・歌手等）に関する権利処理の迅速化 

平成25年度より実証実験を実施 
・海外展開の許諾が可能な楽曲リスト情報を集約した 
 ホワイトリスト・データベースを構築 
・暫定的なルールに基づく権利処理を実施 
・初年度は「アジア地域」かつ「邦盤楽曲」から実施 

【① １回目の権利処理】 【② ２回目の権利処理】 
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